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国産農林水産物等販路多様化緊急対策事業
 コロナにより顕著な影響を受けている国産農林水産物等を対象に、学校給食や子ども食
堂への提供、インターネット販売やデリバリーに取り組む際の食材費や輸送費等を支援

詳細はP2

支援策はココに注目！

農林漁業者等の資金繰り対策の強化
 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた農林漁業者等の資金繰りに支障が生じない
よう、農林漁業セーフティネット資金等の実質無利子・無担保化での融資枠を拡大

詳細はP8

和牛肉保管在庫支援緊急対策事業
 和牛肉の在庫の解消を図るため、販売促進計画に基づき、保管経費を支援するとともに
販売奨励金を交付

詳細はP1

１ 需要減少、価格低下等の影響を受けた生産者や卸売業者等向け

２ 在庫の滞留が生じている品目の生産者や加工・流通業者等向け

特定水産物供給平準化事業
 在庫滞留する魚種を買取・冷凍保管する際の買取資金、保管料、運搬料等を支援

詳細はP17

３ 一時的に減収となった生産者等向け
農業経営収入保険制度
 農業者の収入全体を対象として、自然災害による収入減少や価格低下をはじめとする
様々なリスクによる収入減少を補償

詳細はP11



輸入原料から国産原料への切替等の支援
 輸入農畜産物から国産への切替等を図るための集出荷貯蔵施設、農産物処理加工施設等
の整備を支援

詳細はP14 

支援策はココに注目！

海外との商談・プロモーションの支援
 コロナの影響を受けている品目等のオンライン商談会の開催、重点品目のプロモーショ
ン等を支援

詳細はP13

４ 輸出や経営基盤強化に取り組む生産者や関連事業者向け



農林水産省による支援策（１／２）

（１）国産農林水産物の販売を促進したい
・品目別の販売促進への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

（２）新たな販路等を確立したい
・新たな生活様式に対応した販売促進・販路の多様化等の取組を支援 ・・・・・・・・・・・・ ２

（３）飲食業の需要を喚起したい【Go To Eatキャンペーン】
・飲食店の需要喚起 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

（４）需要減退の大きい畜産・酪農の事業を継続したい
・肉用牛の計画的出荷に伴う追加費用への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
・肥育牛生産のコスト低減等に対する取組を支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
・在庫が高水準な脱脂粉乳・バターの需要拡大に伴う支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
・新型コロナウイルス感染症が発生した畜産農場等への代替要員の派遣等を支援 ・・・・・・・ ５
・牛マルキンの生産者負担金の納付猶予 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５
・経営改善に取り組む肉用子牛生産者を支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

（５）生産現場で労働力を確保したい
・外国人材の不足を補う代替人材による援農の掛かり増し費用を支援 ・・・・・・・・・・・・ ７
・外国人材の不足を補う代替人材の募集を支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７
・漁業・水産加工業者における労働力の確保を支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

（６）経営維持・再建のための資金繰りを確保したい
・（農林水産業）経営再建に必要な資金の実質無利子化・無担保化等を措置 ・・・・・・・・・ ８
・（食品関連事業）債務保証に必要な資金を措置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10



農林水産省による支援策（２／２）

（７）価格下落に対して経営の安定を図りたい
・野菜の価格下落に対する支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11
・市場価格の低下により収入減少した農業者の経営支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11
・魚価の下落により収入減少した漁業者の経営支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

（８）農林水産物・食品の輸出を維持・促進したい
・コメ・コメ加工品の輸出拡大の取組を支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12
・重点品目及びターゲット国・地域を対象とした海外販路開拓に必要な

商談・プロモーション等への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13
・農産物等の輸出拡大に向けた有機JAS認証、GAP認証の取得等の取組への支援 ・・・・・・・・ 13

（９）加工用・業務用の野菜等を安定供給したい（利用したい）
・輸入農畜産物から国産に切り替え、継続的・安定的な供給を図るための体制整備 ・・・・・・ 14

（10）主食用米を安定供給したい
・主食用米の保管経費に対する支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

（11）酒造好適米を安定供給したい
・酒造好適米の保管経費に対する支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16
・輸出用日本酒向け酒造好適米への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16

（12）水産物の在庫を一時保管したい
・一時保管に要する費用の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17

（13）原木生産を伴わない森林施業や漁場の保全のための活動を行いたい
・漁場の保全活動や水産資源調査の取組を支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18
・林業の雇用維持のための保育間伐等に対する支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18



他省庁による支援策

（１）事業を継続していきたい
・事業継続を支え、再起のための支援【持続化給付金】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19
・地代・家賃の負担を軽減し、事業継続を下支えするための支援【家賃支援給付金】 ・・・・・ 19
・部品調達が困難であり、自社で部品を内製化するための支援 ・・・・・・・・・・・・・・・ 19
・新たな販路を開拓するための支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

（２）従業員の雇用を維持したい
・従業員の雇用維持に対する支援【雇用調整助成金】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20
・小学校等の臨時休業等に係る保護者に対する支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

（３）人材を確保したい
・外国人技能実習生の雇用支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

（４）地域経済への支援（地方創生臨時交付金）
・地方公共団体によるきめ細やかな支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23

（５）労働者（被雇用者）が活用できる支援
・休業した労働者への支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24



事業者毎の支援策の一覧

（１）農林漁業者

・野菜・花き・果樹・茶生産者 ・・・・ 25

・肉用牛生産者 ・・・・・・・・・・・ 27

・酪農生産者 ・・・・・・・・・・・・ 32

・その他畜産生産者等 ・・・・・・・・ 35

・米生産者 ・・・・・・・・・・・・・ 38

・麦・豆類生産者 ・・・・・・・・・・ 40

・林業・木材産業者 ・・・・・・・・・ 43

・漁業者・漁業者団体等・水産加工業者・ 46

（２）食品関連事業者

・外食事業者 ・・・・・・・・・・・ 50

・食品製造事業者 ・・・・・・・・・ 54

・中間事業者 ・・・・・・・・・・・ 56

・流通事業者 ・・・・・・・・・・・ 58

・輸出事業者 ・・・・・・・・・・・ 61

（３）その他

・労働者（被雇用者）・・・・・・・・ 65



対象品目 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

和牛肉 【和牛肉保管在庫支援緊急対策事業（ALIC事
業）】

販売促進計画を作成した食肉卸売業者に対して、
保管経費の支援及び同計画に基づく販売実績に応
じた奨励金の交付

支援対象：食肉卸売事業者
補助率：定額
事業実施主体：食肉事業者団体

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

花き 【国産農林水産物等販売促進緊急対策事業】
インターネット販売を行う際の送料等を支援

支援対象：生産者、民間団体等
補助率：定額、対象経費の1/2
以内
事業実施主体：民間団体等

事業全般）大臣官房政策課
TEL：03-6744-2089
（花き）
生産局園芸作物課
TEL：03-6738-6162

インバウンド需要・外食需要の減少や輸出の停滞等により、在庫が増加して滞留する等の影響が生じて
いる農林水産物等の販売や利用の促進への取組を支援します。

品目別の販売促進への支援

（１）国産農林水産物の販売を促進したい
農林水産省による支援策

紹 介 動 画

もっと知りたい 実施要綱

もっと知りたい

紹 介 動 画

もっと知りたい（詳細）

実施要綱・要領

1

https://www.youtube.com/watch?v=V1jDQ1Pfq3Q
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-14.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-23.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=3_Ua5e_n828
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/hanbaisokushin/hansoku.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/hanbaisokushin/hansoku.html#%E9%96%A2%E4%BF%82%E9%80%9A%E7%9F%A5


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

新たな生活
様式に対応
した販売促
進・販路の
多様化等の
取組を支援

【国産農林水産物等販路多様化緊急対策事業】
新型コロナウイルス感染症拡大による外食、イン

バウンド等の需要減少の影響を依然として受けてい
る農林漁業者、加工業者等の新たな生活様式に対応
した販売促進・販路の多様化等の取組を支援

①インターネット販売を活用して新たな販路の確立
に取り組むための送料等の経費

②飲食店・旅館等と地域の交通機関等と連携してテ
イクアウト・デリバリー等を活用した新たな販路
の確立に取り組むための食材費や輸送費等

③創意工夫による多様な販路を確立する取組に係る
食材費やイベント経費等

④学校給食や子ども食堂等への食材提供に係る食材
費等

について支援。

事業実施主体（事務局）：民
間団体等
事業実施者（支援対象）：生
産者、民間団体（卸売事業者、
加工業者等）、地方公共団体
の協議会等

補助率：定額、対象経費の1/2
以内

※本事業は間接補助事業で
あり、公募による事務局
選定の後、事務局が事業
実施者の公募を実施しま
す。事務局による申請の
受付開始は２月上中旬頃
の見込みです。

大臣官房政策課
TEL：03-6744-2089

※具体的な申請要件等は事
務局選定の後に決定する
ため、現時点ではお答え
できない場合がございま
すのでご了知下さい。

（２）新たな販路等を確立したい

農林水産省による支援策

もっと知りたい

2

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tayouka/201216.html


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

飲食店の需
要喚起

【Go To Eatキャンペーン】
期間限定の官民一体型需要喚起キャンペーン「Go To 

キャンペーン」の一環として、プレミアム付食事券の
発行等を実施

支援対象：民間事業者
（食事券発行事業者）
補助率：委託等
事業実施主体：民間事業者

食料産業局食品製造課外食
産業室
TEL：03-6744-7177
E-mail：
gaishoku@maff.go.jp

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により甚大な影響を受けている飲食業の需要喚起に向け、プレミ
アム付き食事券の発行等を実施します。

（３）飲食業の需要を喚起したい

農林水産省による支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画

応募要領

3

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html
https://www.youtube.com/watch?v=8NYTRn-FkrI
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/hoseigoto-59.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

肉用牛の計
画的出荷に
伴う追加費
用への支援

【肉用子牛流通円滑化緊急対策事業（ALIC事業）】
計画に基づいて肉用子牛の出荷時期の調整を行う

場合、計画出荷に伴う追加経費を支援

支援対象：畜産農家
補助率：定額
事業実施主体：生産者団体等

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

肥育牛生産
のコスト低
減に対する
取組を支援

【肥育牛経営改善等緊急対策のうち肥育牛経営等緊
急支援特別対策事業（令和２年度第３次補正）】

経営体質の強化に資する取組メニューに取り組ん
だ場合、出荷頭数に応じて奨励金を交付

支援対象：畜産農家
補助率：定額
事業実施主体：民間団体

生産局畜産企画課
TEL:03-3502-0874

在庫が高水
準な脱脂粉
乳・バター
の需要拡大
に伴う支援

【肥育牛経営改善等緊急対策のうち国産乳製品需要
拡大緊急対策事業】
乳業者団体等が国産需要の拡大を図るため、新た

な業務用需要に対して脱脂粉乳・バターを活用する
取組を支援

支援対象：乳業者
補助率：1／2
事業実施主体：乳業者団体

生産局牛乳乳製品課
TEL：03-6744-2128

肉用牛の計画的出荷に伴う追加費用や肉用牛肥育生産におけるコスト低減等の取組、在庫が高水準にあ
る脱脂粉乳・バターの需要拡大を支援するほか、新型コロナウイルス感染症が発生した畜産農場等の事業
継続のための代替要員の派遣等を支援します。

（４）需要減退の影響が大きい畜産・酪農の事業を継続したい（１／３）

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

実施要綱

紹 介 動 画

もっと知りたい

4

https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-20.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr25.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001185387.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=LZp78Bw-esw
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-18.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

新型コロナ
ウイルス感
染症が発生
した畜産農
場等への代
替要員の派
遣等を支援

【発生畜産農場等経営継続対策事業（ALIC事業）】
①発生農場の事業継続のための代替要員(酪農ヘル
パーを含む)等の派遣を支援

②発生農場の事業継続を図るため、その家畜を公共
牧場等に緊急避難させるための経費を支援

③発生農場の清浄化や感染拡大防止のための消毒等
に係る経費を支援

④乳業工場の処理能力の低下等により出荷できなく
なった生乳に対して支援

支援対象：生産者集団等
補助率：定額
事業実施主体：民間団体

乳用牛：①～④の事業
生産局牛乳乳製品課
TEL：03-3502-5988

肉用牛：①～③の事業
生産局畜産企画課
TEL：03-3502-0874

豚、家きん：①、③の事業
生産局畜産振興課
TEL：03-3591-3656

飼料生産組織：①、③の事業
生産局飼料課
TEL：03-3502-5993

牛マルキン
の生産者負
担金の納付
猶予

【肥育牛経営等緊急支援特別対策事業】
肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）の生産

者負担金の納付猶予（実質免除）（国費分（3/4）
の交付）

－ 生産局畜産企画課
TEL:03-3502-0874

（４）需要減退の影響が大きい畜産・酪農の事業を継続したい（２／３）

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

（別添）肉 用 牛

（別添）乳 用 牛

（別添）家 き ん

（別添）養 豚

実 施 要 綱

（別添）飼料生産組織

紹 介 動 画

紹 介 動 画

交付要綱

5

https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-10.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-4.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177107.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177106.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177202.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177108.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177104.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177110.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94
https://www.youtube.com/watch?v=_pVP3B0fPTI
https://www.alic.go.jp/content/001185509.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

経営改善に
取り組む肉
用子牛生産
者を支援

【優良肉用子牛生産推進緊急対策事業（ALIC事
業）】
肉用子牛（品種区分毎）の全国平均価格（月別）

が、発動基準(右記)を下回った場合に、経営改善の
ための取組メニュー（①～④のうち２つ以上）に取
り組んだ生産者に対し、販売頭数に応じて奨励金を
交付

取組メニュー
①畜舎の環境改善（防虫・暑熱・寒冷対策等）
②経営分析（経営管理研修会への参加等）
③子牛の疾病予防（下痢防止剤の投与等）
④繁殖雌牛・子牛の栄養状態の改善（ビタミン等飼
料添加物の利用等）

定額
60万円（黒毛和種）
30万円（交雑種）
18万円（乳用種）
を下回った場合
→ １万円/頭

57万円（黒毛和種）
29万円（交雑種）
17万円（乳用種）
を下回った場合
→ ３万円/頭

ALIC → 民間団体 → 生産者

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

（４）需要減退の影響が大きい畜産・酪農の事業を継続したい（３／３）

農林水産省による支援策

もっと知りたい 実施要綱

紹 介 動 画

6

https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-6.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001185084.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=Y2EMK77nTcI


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

外国人材の不足を
補う代替人材によ
る援農の掛かり増
し経費を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
農業経験者等の代替人材が援農する際の掛か

り増し経費等を支援

支援対象：経営体等
補助率：定額
事業実施主体：全国農業会議所

経営局就農・女性課
TEL：03-3502-6469

外国人材の不足を
補う代替人材の募
集を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
人材を集めるために農業経営体や地域のＪＡ

等が取り組む、情報発信等に必要な経費を支援

支援対象：経営体等
補助率：対象経費の1/2
事業実施主体：全国農業会議所

漁業・水産加工業
者における労働力
の確保を支援

【水産業労働力確保緊急支援事業】
①人手不足となった漁業・水産加工業の経営体
が作業経験者等を雇用する際の掛り増し賃金、
保険料、宿泊費を支援
②遠洋漁船における外国人船員の継続雇用等に
要する掛り増し経費や、外国人船員を現地にお
いて配乗する際の経費を支援

支援対象：漁業者、水産加工業者
補助率：漁業・水産加工業の経営
体が雇用する際の掛かり増し賃金
（上限500円/時）、保険料、宿泊
費は定額、遠洋漁船の外国人船員
を継続雇用する又は外国人船員を
現地において配乗する際の掛かり
増し経費は1/2
事業実施主体：①全国水産加工業
協同組合連合会、②（一社）大日
本水産会

（漁業者向け）
水産庁企画課
TEL：03-6744-2340
（水産加工業者向け）
水産庁加工流通課
TEL：03-6744-2349
（遠洋漁船向け）
水産庁国際課
TEL：03-6744-2364

入国規制による外国人材の不足等への対応に向け、労働力の確保や農業生産を支える人材の育成に向け
た取組を支援します。

（５）生産現場で労働力を確保したい
農林水産省による支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領
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http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.youtube.com/watch?v=MtxMJKgXA0s
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr27.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=-mzjDZb34vE
https://www.zensui.jp/news20210101.html


農林漁業者の資金繰りに支障が生じないよう、金融機関に対する適時・適切な貸出、担保徴求の弾力化
等の対応の要請、農林漁業セーフティネット資金等の経営維持・再建に必要な資金の実質無利子化・無担
保化の措置、また食品関連事業者の債務保証に必要な資金の支援を実施します。
農林水産業

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

経営再建に
必要な資金
の実質無利
子化・無担
保化等を措
置

資金繰りや施設整備のた
めの資金について、貸付当
初５年間実質無利子化

※林業者向けのうち、農林
漁業セーフティネット資金、
農林漁業施設資金は、貸付
当初10年間実質無利子

農：農業経営基盤強化資金
利子助成金等交付事業

林：林業施設整備等利子助
成事業

水：漁業経営基盤強化金融
支援事業

（農業者等向け）農林漁業セーフティネット資金、
スーパーⅬ資金、経営体育成強化
資金、農林漁業施設資金

（林業者等向け）農林漁業セーフティネット資金、
農林漁業施設資金

（漁業者等向け）農林漁業セーフティネット資金、
漁業経営改善支援資金
農林漁業施設資金

公 庫 （農業者向け）
経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726
（１）第１次補正

（２）第２次補正

（林業者向け）
林野庁企画課
TEL：03-3502-8037
（１）第１次補正

（２）第２次補正

（漁業者向け）
水産庁水産経営課
TEL：03-6744-2347
（１）第１次補正

（２）第２次補正

（農業者等向け）農業近代化資金、
農業経営負担軽減支援資金

（林業者向け） 林業者向け民間借換資金
（漁業者等向け）漁業近代化資金、

漁業経営維持安定資金

農協・
漁協等
民間金
融機関

民間資金の借入れについ
て、農業信用基金協会等に
よる債務保証の当初５年間
の保証料免除

農：農業信用保証保険基盤
強化事業

林：林業信用保証事業
水：漁業者保証円滑化対策

事業

（農業者等向け）農業近代化資金、
農業経営負担軽減支援資金、
農業者向け民間借換資金

（林業者等向け）林業者等向け民間資金（借換資金
含む）

（漁業者等向け）漁業近代化資金、
漁業経営維持安定資金、
漁業者向け民間資金（借換資金含
む）

農協・
漁協等
民間金
融機関

（６）経営維持・再建のための資金繰りを確保したい（１／３）

農林水産省による支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画

もっと知りたい 紹 介 動 画

紹 介 動 画

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

紹 介 動 画

紹 介 動 画
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-22.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-17.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei2_pr4.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei2_pr5.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

経営再建
に必要な
資金の実
質無利子
化・無担
保化等を
措置

資金繰りのための資金について、
実質無担保等による貸付及び債務
保証を措置

農：日本公庫資金円滑化貸付事業
農業信用保証保険基盤強化事業

林：林業関係資金融資円滑化事業
林業信用保証事業

水：漁業経営改善支援資金融資推進事

業

漁業者保証円滑化対策事業

（農業者等向け）農林漁業セーフティネット資
金、スーパーⅬ資金、
経営体育成強化資金

（林業者向け）農林漁業セーフティネット資金
（漁業者向け）農林漁業セーフティネット資金

公 庫 （農業者向け）
経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726
(１)第１次補正

(２)第２次補正

（林業者向け）
林野庁企画課
TEL：03-3502-8037
(１)第１次補正

(２)第２次補正

（漁業者向け）
水産庁水産経営課
TEL：03-6744-2347
(１)第１次補正

(２)第２次補正

（農業者等向け）農業近代化資金、
農業経営負担軽減支援資金、
農業者向け民間借換資金に対
する債務保証

（林業者等向け）林業者等向け民間資金（借換
資金含む）に対する債務保証

（漁業者等向け）漁業近代化資金、
漁業経営維持安定資金、
漁業者向け民間資金（借換資
金含む）に対する債務保証

農協・
漁協等
民間金
融機関

関係金融機関へ新規融資に係る円滑な融通・既往融資に係る償還猶予を要請

（６）経営維持・再建のための資金繰りを確保したい（２／３）

農林水産業

農林水産省による支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画

もっと知りたい 紹 介 動 画

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

もっと知りたい

紹 介 動 画

紹 介 動 画

紹 介 動 画

9

https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-22.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-17.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei2_pr5.pdf
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei2_pr4.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c


支援内容 対応事業等 支援対象等 担当及び問合せ先等

債務保証に
必要な資金
を措置

【中堅外食事業者資金融通円滑化事業】
債務保証による信用力強化、既往の債務保証先の返済

不能の際の代位弁済により中堅・大手外食事業者を支援

支援対象：中堅・大手外
食事業者
支援内容：債務保証・代
位弁済
事業実施主体：(一社)日
本フードサービス協会

食料産業局食品製造課外食
産業室
TEL：03-6744-7177
E-mail：
gaishoku@maff.go.jp

【中小食品流通事業者の信用力強化事業】
債務保証による信用力強化、既往の債務保証先の返済

不能の際の代位弁済により中小食品流通事業者等を支援

支援対象：中小食品流通
事業者等
支援内容：債務保証・代
位弁済
事業実施主体：(公財)食
品等流通合理化促進機構

食料産業局食品流通課
TEL：03-3502-8267

食品関連事業

（６）経営維持・再建のための資金繰りを確保したい（３／３）

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい
（外部リンク）

実施要綱・要領
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https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/R2hosei_shien2.html
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryutu/kouzou_kaizen/attach/pdf/shiensochi-6.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=qJV_cDH5qCw
https://www.youtube.com/watch?v=qJV_cDH5qCw
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/ryutu/attach/pdf/kouzou_kaizen-36.pdf
http://www.ofsi.or.jp/saimu/
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/R2hosei_shien2-2.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

野菜の価格
下落に対す
る支援

【野菜価格安定対策事業】
①野菜価格の下落により収入が減少した農業者の経
営を支えるため、野菜価格安定対策事業の資金を
追加

②登録出荷団体等（ＪＡ等）の負担金の納付を猶予

支援対象：生産者等
事業実施主体：（独）農畜産業振興機
構（ＡＬＩＣ）

生産局園芸作物課
TEL：03-3502-5961

市場価格の
低下により
収入減少し
た農業者の
経営支援

【農業経営収入保険事業】
①収入が減少した農業者の経営を支えるため、収入
減少を補てん

②併せて、農業者が営農再開に向けた運転資金等を
得られるよう、無利子のつなぎ融資を実施

支援対象：農業者
保険料負担割合：農業者と国の保険料
の負担割合は１：１
積立金負担割合は１：３

事業実施主体：全国農業共済組合連
合会

経営局保険課
TEL：03-6744-2174

魚価の下落
により収入
減少した漁
業者の経営
支援

【漁業収入安定対策事業】
①収入が減少した漁業者の経営を支えるため、積立
ぷらすの基金を積み増し

②併せて、積立ぷらすについて、漁業者の自己積立
金の仮払い、契約時の自己積立金の積立猶予を措
置

支援対象：漁業者
積立金負担割合：漁業者と国の積立金
の負担割合は１：３
事業実施主体：漁業共済組合連合会

水産庁漁業保険管理官
TEL：03-6744-2356

野菜価格が著しく低落した場合に補給金を交付する野菜価格安定対策事業の安定的な運用に必要な資金
を追加するとともに、生産者負担金の納付猶予を行います。また、収入が減少した農業者の経営を支える
ため、収入減少を補てんするとともに、農業者が営農再開に向けた運転資金等を得られるよう、無利子の
つなぎ融資を行います。さらに、魚価の下落等により収入が減少した漁業者の経営を支えるための基金の
積み増し、自己積立金の仮払い・積立猶予を行います。

（７）価格下落に対して経営の安定を図りたい

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領
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http://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-3.pdf
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/index.html
http://www.maff.go.jp/j/budget/r2hosei.html#%E9%87%8E%E8%8F%9C%E3%83%BB%E8%8A%B1%E3%81%8D%E3%83%BB%E6%9E%9C%E6%A8%B9%E3%83%BB%E8%8C%B6%E7%94%9F%E7%94%A3%E8%80%85
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/index.html
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/hourei_kokujituuchi.html
https://www.jfa.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/index-17.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=4Msc1CSIwEo
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/syotoku_hosyo/attach/pdf/index-30.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

コメ・コメ
加工品の輸
出拡大の取
組を支援

【コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業】
コメ・コメ加工品の海外市場開拓等の取組を支援 支援対象：事業者

補助率：定額、対象経費の
1/2以内
事業実施主体：民間団体等

政策統括官付農産企画課
E-mail：
kome_yusyutu@maff.go.jp
TEL：03-6738-6069

（８）農林水産物・食品の輸出を維持・促進したい（１／２）

農林水産省による支援策

もっと知りたい 実施要綱・要領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr01.pdf
https://www.maff.go.jp/j/supply/hozyo/seisaku_tokatu/210129_041-2.html


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

重点品目及
びターゲッ
ト国・地域
を対象とし
た海外販路
開拓に必要
な商談・プ
ロモーショ
ン等への支
援

【官民一体となった海外での販売力の強化】

①ＪＥＴＲＯによるデジタルツールを活用したビジネス
マッチングの成果を向上させる取組への支援を強化
②ＪＦＯＯＤＯによる日本産食材の重点的・戦略的プロ
モーションを強化
③品目団体等による重点分野・テーマ別に集中実施する販
路開拓支援を強化
④輸出を牽引する現地小売・飲食店の活用や流通事業者等
を通じた日本産食材の販路拡大を支援

⑤戦略的輸出事業者と産地が連携して取り組む日本産コ
メ・コメ加工品の海外需要開拓・プロモーションや品目団
体等によるオールジャパンでのプロモーションを支援

①②④
支援対象：JETRO・民間事業
者等
補助率：定額
事業実施主体：JETRO

③
支援対象：JETRO・民間事業
者等
補助率：定額、対象経費の
1/2以内
事業実施主体：民間事業者等
⑤
支援対象：民間団体等、民間
事業者等
補助率：定額、対象経費の
1/2以内
事業実施主体：民間団体等

食料産業局海外市場開
拓・食文化課
TEL：03-3502-3408

⑤政策統括官付農産企
画課
E-mail：
kome_yusyutu@maff.go.
jp
TEL：03-6738-6069

【仕向け先の転換等のための日本産農林水産物・食品の海
外向け・プロモーション】
日本産農林水産物・食品の輸出商流構築のための商談等を
支援

支援対象：民間事業者等
補助率：対象経費の1/2以内
事業実施主体：株式会社JTB

食料産業局海外市場開
拓・食文化課
TEL：03-6744-1502

農産物等の
輸出拡大に
向けた有機
JAS認証、
GAP認証の
取得等の取
組への支援

【有機JAS認証、GAP認証取得等支援事業】

農業者等による、
①有機JAS認証又はGAP認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP）の
取得、輸出向け商談
②農業機械リース
等の取組を支援

支援対象：農業者等
補助率：①定額

②1/2以内
事業実施主体：民間団体等

生産局農業環境対策課
TEL:03-6744-7188

（８）農林水産物・食品の輸出を維持・促進したい（２／２）

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい 実施要綱・要領
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https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/attach/pdf/zigyou-gaiyou-38.pdf
https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/gap/attach/pdf/yosan-31.pdf
https://kinkyu-trade.com/
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/attach/pdf/zigyou-gaiyou-38.pdf
https://www.maff.go.jp/j/supply/hozyo/seisaku_tokatu/210129_041-2.html


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

輸入農畜産物
から国産に切
り替え、継続
的・安定的な
供給を図るた
めの体制整備

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地や実需者が連携し、輸入農畜産物から国

産に切り替え、継続的・安定的な供給を図るた
めに必要な共同利用施設の整備を支援

支援対象：事業実施主体
補助率：事業費の1/2
事業実施主体：都道府県、市
町村、農業者の組織する団体
等

生産局総務課生産推進室
TEL：03-3502-5945

産地や実需者が連携し、輸入農畜産物から国産に切り替え、継続的・安定的な供給を図るための体制整
備を支援します。

（９）加工用・業務用の野菜等を安定供給したい（利用したい）

農林水産省による支援策

紹 介 動 画

もっと知りたい 実施要綱・要領
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https://www.youtube.com/watch?v=dYDLXsCsUgo
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/kokusankyouzinka.html
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/rewa2/2020tuyonou.html


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

主食用米の
保管経費に
対する支援

【米穀周年供給・需要拡大支援事業】
主食用米について、長期計画的な販売の取組を行う産

地に対し、保管経費の支援対象期間を以下のとおり拡大

・令和２年産：令和２年11月～令和３年３月

支援対象：集荷業者・団体
補助率：定額（1/2相当）
事業実施主体：集荷業者・団体

政策統括官付農産企画課
TEL：03-6738-8974

新型コロナウイルスの影響等による主食用米の需要減退の状況等を踏まえ、長期計画的に販売することと
した米穀の保管経費を支援します。

（10）主食用米を安定供給したい

農林水産省による支援策

もっと知りたい
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-16.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

酒造好適米
の保管経費
に対する支
援

【米穀周年供給・需要拡大支援事業】
酒造好適米について、長期計画的な販売の取組を行う産

地に対し、保管経費の支援対象期間を以下のとおり拡大
① 令和元年産：令和３年４月～10月
② 令和２年産：令和２年11月～令和３年３月

支援対象：集荷業者・団体
補助率：定額（1/2相当）
事業実施主体：集荷業者・団
体

政策統括官付農産企画課
TEL：03-6738-8974

輸出用日本
酒向け酒造
好適米への
支援

【水田活用の直接支払交付金】
輸出用日本酒の原料となる酒造好適米について、水田活

用の直接支払交付金の産地交付金の新市場開拓用米（２万
円／10a）の対象として支援

支援対象：販売目的で対象作
物を生産する販売農家・集落
営農
補助率：定額
事業実施主体：国

政策統括官付穀物課
TEL：03-3597-0191

国内外における日本酒需要の減退の状況を踏まえ、酒造好適米の保管経費等を支援します。

（11）酒造好適米を安定供給したい

農林水産省による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-16.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-15.pdf


対象品目 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

水産物 【特定水産物供給平準化事業（新型コロナウイルス感
染症緊急対応）】

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける水産
物の買取、保管等の費用を支援

支援対象：漁業者団体等
補助率：定額、対象経費の2/3
事業実施主体：（公財）水産物
安定供給推進機構

水産庁加工流通課
TEL：03-6744-2350
（１）第１次補正

（２）第３次補正

需要減退による在庫の増大が著しい水産物について、一時保管に要する経費を支援します。

一時保管に要する費用の支援

（12）水産物の在庫を一時保管したい

農林水産省による支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画

もっと知りたい
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https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen7.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=e_h2R9glcyc
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen7.pdf


支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

漁 場 の 保
全 活 動 や
水 産 資 源
調 査 の 取
組を支援

【資源・漁場保全緊急支援事業】
・休漁を余儀なくされている漁業者が行う、漁場の耕
うん・清掃等の漁場保全活動や海洋環境調査・モニタ
リング、試験操業による資源の分布情報や生物サンプ
ルの収集など資源評価や管理手法の検討に資するもの
を支援

支援対象：漁業者団体等
補助率：漁船による漁場の耕う
ん・清掃（例：６万円/隻・日）、
藻場におけるウニ駆除等（例：１
万円/人・日）、海水温の観測等の
資源調査（例：６万円/隻・日）

事業実施主体：民間団体

水産庁
漁場資源課
TEL:03-6744-2380
栽培養殖課
TEL:03-3502-0895
計画課
TEL:03-3501-3082

漁業者や漁船による漁場の保全活動や水産資源調査の取組を支援し、資源管理の取組強化と漁場生産力
の向上を図ります。

休漁支援

（13）原木生産を伴わない森林施業や漁場の保全のための活動を行いたい

農林水産省による支援策

紹 介 動 画もっと知りたい

木材需要に応じた生産活動に取り組む意欲と能力のある林業経営体等が雇用維持のために行う森林施業
等に対する支援を行います。

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

林業の雇用
維持のため
の保育間伐
等に対する
支援

【林業経営体能力向上支援対策】
原木生産を伴わない森林施業（植林、下刈り、除伐、

保育間伐、衛生伐、作業道整備）等に対し定額で支援
（最大日当１万５千円程度）

支援対象：意欲と能力のあ
る林業経営体、育成経営体
等

林野庁整備課
TEL:03-3502-8065

紹 介 動 画

18

https://www.youtube.com/watch?v=v98vZCZ54ME
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen8.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=GQktyDoPjlM


（１）事業を継続していきたい

支援分野 支援の対象 支援の内容 所管省庁 担当及び問合せ先等

事業継続を支え、
再起のための支
援

【持続化給付金】
中堅企業、中小企業、小規模事業者、フ

リーランスを含む個人事業者等、その他各
種法人でひと月の売上が前年同月比50%以
上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者
は100万円以内を支給。

経済
産業省

中小企業金融・給付金相
談窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

地代・家賃の負
担を軽減し、事
業継続を下支え
するための支援

【家賃支援給付金】
テナント事業者のうち、中堅企業、中小

企業、小規模事業者、個人事業者等で5月
〜12月において、以下のいずれかに該当す
る者
• いずれか1カ月の売上高が前年同月比で
50％以上減少
• 連続する3ヶ月の売上高が前年同期比で
30％以上減少

給付額は、申請時の直近支払家
賃月額に基づき算出される給付
月額の６倍（６ヶ月分）
給付率：2/3
給付上限額：法人50万円／月

個人事業者25万円／月
※（法人）支払家賃月額が75万円/月
を超える場合、給付率1/3で最大50万
円追加給付
（個人事業者）支払家賃月額が

37.5万円を超える場合、給付率1/3で
最大25万円追加給付

経済
産業省

中小企業庁総務課
TEL：03-3501-1768

部品調達が困難
であり、自社で
部品を内製化す
るための支援

【生産性革命推進事業（ものづくり・商
業・サービス補助）】

中小企業・小規模事業者等の新製品・
サービス開発や生産プロセス改善等のため
の設備投資等

補助上限：1,000万円
補助率：中小 1/2、

小規模 2/3
（特別枠は、2/3又は3/4）

経済
産業省

ものづくり補助金事務局
サポートセンター
TEL：050-8880-4053

新たな販路を開
拓するための支
援

【生産性革命推進事業（持続化補助）】
小規模事業者の販路開拓等のための取組

み

補助上限：50万円
（特別枠は、100万円）
補助率： 2/3又は3/4

経済
産業省

独立行政法人中小企業基
盤整備推進機構
TEL：03-6459-0866

他省庁による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画

申 請 要 領

紹 介 動 画

申 請 要 領

申請ページ

もっと知りたい 19

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://seisansei.smrj.go.jp/
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://seisansei.smrj.go.jp/


（２）従業員の雇用を維持したい（１／２）

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

他省庁による支援策

もっと知りたい（農業経営者の皆様へ）

もっと知りたい（林業経営者の皆様へ）

もっと知りたい（漁業経営者の皆様へ）

従業員の雇用
維持に対する
支援

【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、

事業縮小を余儀なくされた事業主が、休
業、教育訓練、又は出向により、労働者
の雇用の維持を図った場合に、休業手当、
賃金等の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日ま
での休業等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日
から令和3年2月28日まで）の休業等につ
いては下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日か
ら令和3年2月28日まで）の休業等
に適用される助成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

・１日当たり助成額上限
15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

厚生
労働省

最寄りの都道府県労働
局・ハローワークまた
は学校等休業助成金・
支援金、雇用調整助成
金コールセンター
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫
定任意適用事業所に
よって未加入が認めら
れている事業所の場合、
厚生労働省への申請に
先立ち、農政局等が発
行する「農業等個人事
業所に係る証明書」が
必要。

※オンラインでの申請
も可能

20

https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/corona2.html#a4
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/koyou.html#1


小学校等の臨
時休業等にか
かる保護者に
対する支援

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの

世話が必要となった保護者である労働者に
対し、有給（賃金全額支給）の休暇（労働
基準法上の年次有給休暇を除く）を取得さ
せた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日まで
の有給休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃
金相当額 × 10/10

令和2年2月27日から令和2年
3月31日までの有給休暇

・１日当たり
助成額上限： 8,330円

令和2年4月1日から令和3年
3月31日までの有給休暇
・１日当たり

助成額上限： 15,000円

厚生
労働省

学校等休業助成金・支援
金、雇用調整助成金コー
ルセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定
任意適用事業所のうち未
加入の事業所の場合、厚
生労働省への申請に先立
ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係
る証明書」が必要。

（参考）【小学校休業等対応支援金】
小学校等の臨時休業等に伴い、子供の世

話を行うために、契約した仕事ができなく
なった個人で仕事をする保護者
（令和2年2月27日から令和3年3月31日まで
の就業出来なかった日に適用）
※：一定の要件あり

令和2年2月27日から令和2年
3月31日までの就業出来な

かった日
・１日当たり：4,100円(定額)

令和2年4月1日から令和3年
3月31日での就業出来なかっ
た日

・１日当たり：
7,500円(定額)

厚生
労働省

学校等休業助成金・支援
金、雇用調整助成金コー
ルセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

（２）従業員の雇用を維持したい（２／２）

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

他省庁による支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

21

https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10231.html


（３）人材を確保したい

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

外国人技能実
習生の雇用支
援

【技能実習生等に対する雇用維持支援
の活用】

新型コロナウイルス感染症の影響に
より解雇等され，実習の継続困難に
なった技能実習生・特定技能外国人等
の再就職を支援

また、技能実習生等が来日できず、
人材確保に困難を来している分野への
就労を促進

【付与される在留資格】
・特定活動(就労可能)

【在留期間】
・最大1年

【要件】
・申請人の報酬額や特定技能
外国人の意向などの要件あり

出入国
在留管
理庁

他省庁による支援策

もっと知りたい
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http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri14_00008.html


（４）地域経済への支援

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

地方公共団体による
きめ細やかな支援

【地方創生臨時交付金】
新型コロナウイルス感染症の拡大

防止に向けた対応、ポストコロナに
向けた経済構造の転換・地域におけ
る民需主導の好循環の実現に向けた
対応、飲食店への営業時間短縮要請
等による協力金の支払い対応等、地
方公共団体が地域の実情に応じて実
施する事業

地方公共団体が作成した実施計画
に記載された、①令和2年度補正
予算等における国庫補助事業の地
方負担分、②コロナ対策関連の地
方単独事業に対して、交付限度額
の範囲内で交付金を交付。

内閣府

他省庁による支援策

もっと知りたい
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https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/rinjikoufukin/index.html


（５）労働者（被雇用者）が活用できる支援

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

休業した労働
者への支援

【新型コロナウイルス感染症対応休業支援
金・給付金】

新型コロナウイルス感染症及びそのまん
延防止の措置の影響により休業させられた
中小企業の労働者のうち、休業中に賃金
（休業手当）を受け取ることができなかっ
た労働者に対して支給。
（令和2年4月1日から令和3年2月28日まで
の休業に適用）

支給額：
休業前の1日当たり平均賃金
×80％×休業実績

１日当たり支給額上限：
11,000円

厚生
労働省

厚生労働省新型コロナウ
イルス感染症対応休業支
援金・給付金コールセン
ター
TEL：0120-221ｰ276
受付時間

(月曜～金曜)8:30～20:00
(土日祝）8：30～17：15

雇用保険、労災保険暫定
任意適用事業所のうち未
加入の事業所に雇用され
ている場合、厚生労働省
への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等
個人事業所に係る証明
書」が必要。

他省庁による支援策

もっと知りたい
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kyuhusienkin.html


野菜・花き・果樹・茶生産者等が活用できる支援（１／２）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

外国人材の不足を
補う代替人材によ
る援農の掛かり増
し経費を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
農業経験者等の代替人材が援農する際

の掛かり増し経費等を支援

支援対象：経営体等
補助率：定額
事業実施主体：全国農業会議所

経営局就農・女性課
TEL：03-3502-6469

外国人材の不足を
補う代替人材の募
集を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
人材を集めるために農業経営体や地域

のＪＡ等が取り組む、情報発信等に必要
な経費を支援

支援対象：経営体等
補助率：対象経費の1/2
事業実施主体：全国農業会議所

野菜等の生産、集
出荷貯蔵、加工に
必要な施設整備・
改修等を支援

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地と実需者が連携した輸入から国産

への切り替え、継続的・安定的な供給に必
要な共同利用施設の整備等を支援

支援対象：事業実施主体
補助率：事業費の1/2
事業実施主体：都道府県、市町
村、農業者の組織する団体等

生産局総務課生産推進室
TEL：03-3502-5945

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経
営維持・再建に必要な資金の実質無利子
化・無担保化等を措置

支援対象：農業者、集落営農組
織
融資機関：日本政策金融公庫、
農協等民間金融機関等

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、その
他各種法人でひと月の売上が前年同月比
50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業
者は100万円以内を支給。

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい 実施要綱・要領

紹 介 動 画

紹 介 動 画もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

もっと知りたい

申 請 要 領 申 請 要 領
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http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.youtube.com/watch?v=MtxMJKgXA0s
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/kokusankyouzinka.html
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/rewa2/2020tuyonou.html
https://www.youtube.com/watch?v=dYDLXsCsUgo
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


野菜・花き・果樹・茶生産者等が活用できる支援（２／２）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小

を余儀なくされた事業主が、休業、教育訓練、又
は出向により、労働者の雇用の維持を図った場合
に、休業手当、賃金等の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業
等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等については下記も適用

（４）生産指標の確認対象期間を３か
月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対応
助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が

必要となった保護者である労働者に対し、有給
（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年次有
給休暇を除く）を取得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給
休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


肉用牛生産者が活用できる支援（１／５）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

経営体質の強化 【肥育牛経営改善等緊急対策のうち肥
育牛経営等緊急支援特別対策事業
（令和２年度第３次補正）】
経営体質の強化に資する取組メニュー
に取り組んだ場合、出荷頭数に応じて
奨励金を交付
取組メニュー
①飼料効率の改善、②長期肥育の抑制
③血液分析による事故防止、④除角牛
の導入による事故防止、⑤削蹄による
疾病防止、⑥疾病検査の実施等による
疾病防止、⑦畜舎環境の改善、⑧経営
の改善

定額
・２万円/頭以内（３つ以上のメ
ニューに取り組んだ場合）

ALIC → 民間団体 → 生産
者集団 → 畜産農家

生産局畜産企画課
TEL:03-3502-0874

事業者毎の支援策
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肉用牛生産者が活用できる支援（２／５）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

肉用子牛の計画出
荷の支援

【肉用子牛流通円滑化緊急対策事業
（ALIC事業）】

生産者団体が策定した計画に基づいて、
生産者がやむを得ず肉用子牛の出荷時期
の調整を行う場合、計画出荷に伴う掛か
り増し経費（飼料費等）を支援

定額

ALIC→民間団体→

生産者団体等→畜産農家

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

経営改善に取り組
む肉用子牛生産者
を支援

【優良肉用子牛生産推進緊急対策事業
（ALIC事業）】

肉用子牛（品種区分毎）の全国平均価
格（月別）が、発動基準(右記)を下回っ
た場合に、経営改善のための取組メ
ニュー（①～④のうち２つ以上）に取り
組んだ生産者に対し、販売頭数に応じて
奨励金を交付

取組メニュー
①畜舎の環境改善（防虫・暑熱・寒冷対
策等）
②経営分析（経営管理研修会への参加等）
③子牛の疾病予防（下痢防止剤の投与等）
④繁殖雌牛・子牛の栄養状態の改善（ビ
タミン等飼料添加物の利用等）

定額
60万円（黒毛和種）
30万円（交雑種）
18万円（乳用種）
を下回った場合
→ １万円/頭

57万円（黒毛和種）
29万円（交雑種）
17万円（乳用種）
を下回った場合
→ ３万円/頭

ALIC → 民間団体 → 生産者

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

事業者毎の支援策

もっと知りたい 実施要綱 紹 介 動 画

もっと知りたい 実施要綱・要領 紹 介 動 画
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-6.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001185084.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=Y2EMK77nTcI
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-20.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177025.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=LZp78Bw-esw


肉用牛生産者が活用できる支援（３／５）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

資金繰りの支援 【肥育牛経営等緊急支援特別対策事
業】

肉用牛肥育経営安定交付金（牛マル
キン）の生産者負担金の納付猶予（実
質免除）（国費分（3/4）の交付）

－ 生産局畜産企画課
TEL:03-3502-0874

畜産特別資金の緊急貸付けとして、
通常の貸付日（５月末日及び11月末
日）に加え、当面の間、毎月末日を貸
付日として、緊急的に融通

－ 生産局畜産企画課
TEL:03-3501-1083

新型コロナウイル
ス感染症が発生し
た畜産農場等への
代替要員の派遣等
を支援

【発生畜産農場等経営継続対策事業
（ALIC事業）】
①発生農場の事業継続のための代替要
員等の派遣を支援

②発生農場の事業継続を図るため、そ
の家畜を公共牧場等に緊急避難させる
ための経費を支援

③発生農場の清浄化や感染拡大防止の
ための消毒等に係る経費を支援

定額 定額
ALIC → 民間団体 → 生産
者集団等

生産局畜産企画課
TEL：03-3502-0874

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経
営維持・再建に必要な資金の実質無利
子化・無担保化等を措置

日本政策金融公庫や農協等民間
金融機関等が融資

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

事業者毎の支援策

紹 介 動 画

もっと知りたい

実施要綱 (別添)肉用牛

紹 介 動 画

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

実施要綱

実施要綱(本体) 実施要綱(様式)

紹 介 動 画

紹 介 動 画
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https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-10.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177104.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177107.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=_pVP3B0fPTI
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-4.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-4.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001178254.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001178280.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001176461.docx
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94


肉用牛生産者が活用できる支援（４／５）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、そ
の他各種法人でひと月の売上が前年同
月比50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者は
100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓
口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

もっと知りたい

もっと知りたい

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


肉用牛生産者が活用できる支援（５／５）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和2年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


酪農生産者が活用できる支援（１／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

新型コロナウイル
ス感染症が発生し
た畜産農場等への
代替要員の派遣等
を支援

【発生畜産農場等経営継続対策事業（ALIC事
業）】
①発生農場の事業継続のための代替要員(酪
農ヘルパーを含む)等の派遣を支援

②発生農場の事業継続を図るため、その家畜
を公共牧場等に緊急避難させるための経費
を支援

③発生農場の清浄化や感染拡大防止のための
消毒等に係る経費を支援

④乳業工場の処理能力の低下等により出荷で
きなくなった生乳に対して支援

支援対象：生産者集団等
補助率：定額
事業実施主体：民間団体

生産局牛乳乳製品課
TEL：03-3502-5988

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経営維
持・再建に必要な資金の実質無利子化・無担
保化等を措置

日本政策金融公庫や農協等民間
金融機関等が融資

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

畜産特別資金の緊急貸付けとして、通常の
貸付日（５月末日及び11月末日）に加え、当
面の間、毎月末日を貸付日として、緊急的に
融通

－ 生産局畜産企画課
TEL:03-3501-1083

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

実施要綱(本体) 実施要綱(様式)

実施要綱(本体) (別添)乳用牛

紹 介 動 画

紹 介 動 画

紹 介 動 画もっと知りたい
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-10.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-4.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001178280.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001176461.docx
https://www.alic.go.jp/content/001177104.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177106.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94
https://www.youtube.com/watch?v=_pVP3B0fPTI
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf


酪農生産者が活用できる支援（２／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

外国人材の不足を
補う代替人材によ
る援農の掛かり増
し経費を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
農業経験者等の代替人材が援農する

際の掛かり増し経費等を支援

支援対象：経営体等
補助率：定額
事業実施主体：全国農業会議所

経営局就農・女性課
TEL：03-3502-6469

外国人材の不足を
補う代替人材の募
集を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
人材を集めるために農業経営体や地

域のＪＡ等が取り組む、情報発信等に
必要な経費を支援

支援対象：経営体等
補助率：対象経費の1/2
事業実施主体：全国農業会議所

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、そ
の他各種法人でひと月の売上が前年同
月比50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者
は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓
口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

申 請 要 領 申 請 要 領
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http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.youtube.com/watch?v=MtxMJKgXA0s
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


酪農生産者が活用できる支援（３／３）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


その他畜産生産者等が活用できる支援（１／３）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

新型コロナウイル
ス感染症が発生し
た畜産農場等への
代替要員の派遣等
を支援

【発生畜産農場等経営継続対策事業
（ALIC事業）】
①養豚・家きん経営の発生農場や飼料
生産組織の事業継続のための代替要員
の派遣等を支援
②養豚・家きん経営の発生農場や飼料
生産組織の清浄化・感染拡大防止のた
めの消毒等に係る経費を支援

定額 定額
ALIC → 民間団体 → 生産者集団
等

豚、家きん：生産局畜産振
興課
TEL：03-3591-3656
飼料生産組織：生産局飼料
課
TEL：03-3502-5993

金融支援 【肥育牛経営等緊急支援特別対策事
業】

畜産特別資金（大家畜・養豚）の緊
急貸付けとして、通常の貸付日（５月
末日及び11月末日）に加え、当面の間、
毎月末日を貸付日として、緊急的に融
通

－ 生産局畜産企画課
TEL:03-3501-1083

農林漁業セーフティネット資金等の
経営維持・再建に必要な資金の実質無
利子化・無担保化等を措置

支援対象：農業者、集落営農組織
融資機関：日本政策金融公庫、農協等
民間金融機関等

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

実施要綱(本体) 実施要綱(様式)

（別添）家 き ん

（別添）養 豚

（別添）飼料生産組織

実 施 要 綱

紹 介 動 画

紹 介 動 画

紹 介 動 画もっと知りたい

35

https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-10.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-4.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001178280.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001176461.docx
https://www.alic.go.jp/content/001177202.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177108.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177110.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001177104.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=MX08aCHLj94
https://www.youtube.com/watch?v=_pVP3B0fPTI
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf


その他畜産生産者等が活用できる支援（２／３）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

外国人材の不足を
補う代替人材によ
る援農の掛かり増
し経費を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
農業経験者等の代替人材が援農する際

の掛かり増し経費等を支援

支援対象：経営体等
補助率：定額
事業実施主体：全国農業会議所

経営局就農・女性課
TEL：03-3502-6469

外国人材の不足を
補う代替人材の募
集を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
人材を集めるために農業経営体や地域

のＪＡ等が取り組む、情報発信等に必要
な経費を支援

支援対象：経営体等
補助率：対象経費の1/2
事業実施主体：全国農業会議所

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、そ
の他各種法人でひと月の売上が前年同
月比50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者は100
万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談
窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

紹 介 動 画

もっと知りたい 実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.youtube.com/watch?v=MtxMJKgXA0s&feature=emb_logo
http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


その他畜産生産者等が活用できる支援（３／３）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


米生産者が活用できる支援（１／２）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

主食用米の保管経
費に対する支援

【米穀周年供給・需要拡大支援事業】
主食用米（酒造好適米を含む。）について、

長期計画的な販売の取組を行う産地に対し、保
管経費の支援対象期間を以下のとおり拡大
① 令和元年産：令和３年４月～10月（酒造好
適米のみ。)
② 令和２年産：令和２年11月～令和３年３月

支援対象：集荷業者・団体
補助率：定額（1/2相当）
事業実施主体：集荷業者・団
体

政策統括官付農産企画課
TEL：03-6738-8974

輸出用日本酒向け
酒造好適米への支
援

【水田活用の直接支払交付金】
輸出用日本酒の原料となる酒造好適米につい

て、水田活用の直接支払交付金の産地交付金の
新市場開拓用米（２万円／10a）の対象として
支援

支援対象：販売目的で対象作
物を生産する販売農家・集落
営農
補助率：定額
事業実施主体：国

政策統括官付穀物課
TEL：03-3597-0191

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経営維
持・再建に必要な資金の実質無利子化・無担保
化等を措置

支援対象：農業者、集落営農
組織
融資機関：日本政策金融公庫、
農協等民間金融機関等

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリー
ランスを含む個人事業者等、その他各種法人で
ひと月の売上が前年同月比50%以上減少してい
る事業者

法人は200万円以内、個人事
業者は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談
窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

紹 介 動 画もっと知りたい

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-16.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-15.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


米生産者が活用できる支援（２／２）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


麦・豆類生産者が活用できる支援（１／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

輸入農畜産物から
国産に切り替え、
継続的・安定的な
供給を図るための
体制整備

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地と実需者が連携した輸入から国産

への切り替え、継続的・安定的な供給に
必要な共同利用施設の整備等を支援

定額 1/2
国 → 都道府県 →  都道府県

市町村
農業者の組織
する団体 等

生産局総務課生産推進室
TEL：03-3502-5945

外国人材の不足を
補う代替人材によ
る援農の掛かり増
し経費を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
農業経験者等の代替人材が援農する際

の掛かり増し経費等を支援

支援対象：経営体等
補助率：定額
事業実施主体：全国農業会議所

経営局就農・女性課
TEL：03-3502-6469

外国人材の不足を
補う代替人材の募
集を支援

【農業労働力確保緊急支援事業】
人材を集めるために農業経営体や地域

のＪＡ等が取り組む、情報発信等に必要
な経費を支援

支援対象：経営体等
補助率：対象経費の1/2
事業実施主体：全国農業会議所

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

紹 介 動 画

実施要綱・要領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-8.pdf
http://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html
https://www.youtube.com/watch?v=MtxMJKgXA0s
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/rewa2/2020tuyonou.html
https://www.youtube.com/watch?v=dYDLXsCsUgo
https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/roudouryokukinkyukakuho/roudouryokukinkyukakuho.html


麦・豆類生産者が活用できる支援（２／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経
営維持・再建に必要な資金の実質無利子
化・無担保化等を措置

支援対象：農業者、集落営農組織
融資機関：日本政策金融公庫、農協
等民間金融機関等

経営局金融調整課
TEL：03-3501-3726

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、その
他各種法人でひと月の売上が前年同月比
50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者は
100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談
窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

紹 介 動 画もっと知りたい

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/keiei/kinyu/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


麦・豆類生産者が活用できる支援（３／３）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf


林業・木材産業者が活用できる支援（１／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経営
維持・再建に必要な資金の実質無利子化・
無担保化等を措置

支援対象：林業者等
事業実施主体：（株）日本政
策金融公庫、全国木材協同組
合連合会、（独）農林漁業信
用基金

林野庁企画課
TEL：03-3502-8037

（１）第１次補正

（２）第２次補正

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、フ
リーランスを含む個人事業者等、その他各
種法人でひと月の売上が前年同月比50%以上
減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業
者は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口

TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

紹 介 動 画もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

もっと知りたい 紹 介 動 画

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-17.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei2_pr4.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


林業・木材産業者が活用できる支援（２／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

雇用調整助成金 景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を
余儀なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出
向により、労働者の雇用の維持を図った場合に、休
業手当、賃金等の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等
について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（３）最近３か月の雇用指標が対前年
比で増加していても助成対象

（４）事業所設置後1年未満の事業主
についても助成対象

（５）継続して雇用された期間が６か月
未満の新規学卒者などの労働者につ
いても助成対象

※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年
2月28日まで）の休業等については下記も適用
（６）週20時間未満の雇用保険被保険者

でない労働者（パート、アルバイト
（学生も含む）等）も休業の対象

（７）支給限度日数（100日）とは別に
活用可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令
和3年2月28日まで）の休業等に適用され
る助成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限
15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、林野庁が発行する「農
業等個人事業所に係る証明書」が必
要。

※オンラインでの申請も可能

林業の雇用維持のため
の保育間伐等に対する
支援

【林業経営体能力向上支援対策】
原木生産を伴わない森林施業（植林、下刈り、除伐、
保育間伐、衛生伐、作業道整備）等に対し定額で支
援（最大日当１万５千円程度）

支援対象：意欲と能力のある林業経営体、
育成経営体等

林野庁整備課
TEL:03-3502-8065

事業者毎の支援策

もっと知りたい（農業経営者の皆様へ）

もっと知りたい（林業経営者の皆様へ）

紹 介 動 画
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html
https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/corona2.html#a4
https://www.youtube.com/watch?v=GQktyDoPjlM


林業・木材産業者が活用できる支援（３／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

小学校休業等対応助
成金

【小学校休業等対応助成金】
コロナの影響で臨時休業等した小学校等
に通う子どもの世話が必要となった保護
者である労働者に対し、有給（賃金全額
支給）の休暇（労働基準法上の年次有給
休暇を除く）を取得させた事業主に対し
て助成（令和2年2月27日から令和3年3月
31日まで）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 × 10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有給休
暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給休
暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調整助
成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事業所
のうち未加入の事業所の場合、厚生労働
省への申請に先立ち、林野庁が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」が必
要。

休業した労働者への
支援

【新型コロナウイルス感染症対応休業支
援金・給付金】

新型コロナウイルス感染症及びそのま
ん延防止の措置の影響により休業させら
れた中小企業の労働者のうち、休業中に
賃金（休業手当）を受け取ることができ
なかった労働者に対して支給。
（令和2年4月1日から令和3年2月28日ま
での休業に適用）

支給額：
休業前の1日当たり平均賃金 ×80％×休業実績

１日当たり支給額上限：
11,000円

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対
応休業支援金・給付金コールセンター
TEL：0120-221ｰ276
受付時間(月曜～金曜)8:30～20:00

(土日祝）8：30～17：15

雇用保険、労災保険暫定任意適用事業所
のうち未加入の事業所に雇用されている
場合、厚生労働省への申請に先立ち、林
野庁が発行する「農業等個人事業所に係
る証明書」が必要。

地代・家賃の負担を
軽減し、事業継続を
下支えするための支
援

【家賃支援給付金】
テナント事業者のうち、中堅企業、中

小企業、小規模事業者、個人事業者等で5
月〜12月において、以下のいずれかに該
当する者
• いずれか1カ月の売上高が前年同月比で
50％以上減少
• 連続する3ヶ月の売上高が前年同期比で
30％以上減少

給付額は、申請時の直近支払家賃月額に基づき算出
される給付月額の６倍（６ヶ月分）
給付率：2/3
給付上限額：法人50万円／月

個人事業者25万円／月
※（法人）支払家賃月額が75万円/月を超える場合、
給付率1/3で最大50万円追加給付
（個人事業者）支払家賃月額が37.5万円を超える

場合、給付率1/3で最大25万円追加給付

中小企業庁総務課
TEL：03-3501-1768
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https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/corona2.html#a5
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kyuhusienkin.html
https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/5846/


漁業者・漁業者団体等・水産加工業者が活用できる支援（１／４）
支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

魚価の下落
により収入
減少した漁
業者の経営
支援

【漁業収入安定対策事業】
①収入が減少した漁業者の経営を支えるため、積立ぷ
らすの基金を積み増し

②併せて、積立ぷらすについて、漁業者の自己積立金
の仮払い、契約時の自己積立金の積立猶予を措置

支援対象：漁業者
積立金負担割合：漁業者と国の
積立金の負担割合は１：３
事業実施主体：漁業共済組合連
合会

水産庁漁業保険管理官
TEL：03-6744-2356

漁業・水産
加工業者に
おける労働
力の確保を
支援

【水産業労働力確保緊急支援事業】
①人手不足となった漁業・水産加工業の経営体が
作業経験者等を雇用する際の掛り増し賃金、保険
料、宿泊費を支援
②遠洋漁船における外国人船員の継続雇用等に要
する掛り増し経費や、外国人船員を現地において
配乗する際の経費を支援

支援対象：漁業者、水産加工業
者
補助率：漁業・水産加工業の経
営体が雇用する際の掛かり増し
賃金（上限500円/時）、保険料、
宿泊費は定額、遠洋漁船の外国
人船員を継続雇用する又は外国
人船員を現地において配乗する
際の掛かり増し経費は1/2
事業実施主体：①全国水産加工
業協同組合連合会、②（一社）
大日本水産会

（漁業者向け）
水産庁企画課
TEL：03-6744-2340
（水産加工業者向け）
水産庁加工流通課
TEL：03-6744-2349
（遠洋漁船向け）
水産庁国際課
TEL：03-6744-2364

事業者毎の支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-12.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=4Msc1CSIwEo
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/syotoku_hosyo/attach/pdf/index-30.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr27.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=-mzjDZb34vE
https://www.zensui.jp/news20210101.html


漁業者・漁業者団体等・水産加工業者が活用できる支援（２／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

水産物の一
時保管に要
する費用の
支援

【特定水産物供給平準化事業（新型コロナウイル
ス感染症緊急対応）】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける

水産物の買取、保管等の費用を支援

支援対象：漁業者団体等
補助率：定額、対象経費の
2/3
事業実施主体：（公財）水
産物安定供給推進機構

水産庁加工流通課
TEL：03-6744-2350
（１）第１次補正

（２）第３次補正

金融支援 農林漁業セーフティネット資金等の経営維持・
再建に必要な資金の実質無利子化・無担保化等を
措置

支援対象：漁業者
融資機関：日本政策金融公
庫、漁協等民間金融機関

水産庁水産経営課
TEL：03-6744-2347
（１）第１次補正

（２）第２次補正

持続化給付
金

中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーラ
ンスを含む個人事業者等、その他各種法人でひと
月の売上が前年同月比50%以上減少している事業
者

法人は200万円以内、個人事
業者は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】 【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい 紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

紹 介 動 画もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい 紹 介 動 画

紹 介 動 画

もっと知りたい

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.youtube.com/watch?v=IlEPROQlYdQ
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-22.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei2-7.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen7.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=e_h2R9glcyc
https://www.youtube.com/watch?v=YKXp50xWN_c
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen7.pdf
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


漁業者・漁業者団体等・水産加工業者が活用できる支援（３／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

漁場の保全
活動や水産
資源調査の
取組を支援

【資源・漁場保全緊急支援事業】
・休漁を余儀なくされている漁業者が行う、漁場
の耕うん・清掃等の漁場保全活動や海洋環境調
査・モニタリング、試験操業による資源の分布情
報や生物サンプルの収集など資源評価や管理手法
の検討に資するものを支援

支援対象：漁業者団体等
補助率：漁船による漁場の耕
うん・清掃（例：６万円/隻・
日）、藻場におけるウニ駆除
等（例：１万円/人・日）、海
水温の観測等の資源調査
（例：６万円/隻・日）

水産庁
漁場資源課 TEL:03-6744-2380
栽培養殖課 TEL:03-3502-0895

計画課 TEL:03-3501-3082

雇用調整助
成金

【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余

儀なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向に
より、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、
賃金等の一部を助成する制度
【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等に
ついて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2
月28日まで）の休業等については下記も適用

（４）生産指標の確認対象期間を３か
月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1
日から令和3年2月28日まで）
の休業等に適用される助成
率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限
15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・
支援金、雇用調整助成金、個人向
け緊急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用
事業所によって未加入が認められ
ている事業所の場合、厚生労働省
への申請に先立ち、水産庁が発行
する「農業等個人事業所に係る証
明書」が必要。
＜提出先はこちらから＞

※オンラインでの申請も可能

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい 紹 介 動 画
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/attach/pdf/kinnkyuutokuteitiiki-12.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/koyou.html#1
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei_kaizen8.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=v98vZCZ54ME


漁業者・漁業者団体等・水産加工業者が活用できる支援（４／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

小学校休業等対応
助成金

【小学校休業等対応助成金】
コロナの影響で臨時休業等した小学
校等に通う子どもの世話が必要と
なった保護者である労働者に対し、
有給（賃金全額支給）の休暇（労働
基準法上の年次有給休暇を除く）を
取得させた事業主に対して助成（令
和2年2月27日から令和3年3月31日ま
で）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援
金、雇用調整助成金コー
ルセンター
TEL：0120-60-3999

受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定
任意適用事業所のうち未
加入の事業所の場合、厚
生労働省への申請に先立
ち、水産庁が発行する
「農業等個人事業所に係
る証明書」が必要。

休業した労働者への支
援

【新型コロナウイルス感染症対応休業支援
金・給付金】

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止の措置の影響により休業させられた中小
企業の労働者のうち、休業中に賃金（休業手
当）を受け取ることができなかった労働者に
対して支給。
（令和2年4月1日から令和3年2月28日までの休
業に適用）

支給額：
休業前の1日当たり平均賃金 ×80％×休業実績

１日当たり支給額上限：
11,000円

厚生労働省新型コロナウイルス
感染症対応休業支援金・給付金
コールセンター
TEL：0120-221ｰ276
受付時間
(月曜～金曜)8:30～20:00
(土日祝）8：30～17：15

雇用保険、労災保険暫定任意適
用事業所のうち未加入の事業所
に雇用されている場合、厚生労
働省への申請に先立ち、水産庁
が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい
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https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/koyou.html#2%EF%BC%89
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/koyou.html#3
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/koyou.html#3


外食事業者が活用できる支援（１／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

国産農林水産
物を活用した
デリバリー等
への取組

【国産農林水産物等販売促進緊急対策事
業】

インバウンドの減少や輸出の停滞等に
より、在庫の滞留等が生じている品目に
ついて、飲食店が新商品開発を行いデリ
バリーや店頭販売等に取り組む際の食材
費、容器包装費等について支援

※食材等を購入できる特設サイトへの飲
食店の登録期限は1月29日、利用期限は
２月26日。

支援対象：民間団体等
補助率：定額、対象経費の1/2以内
事業実施主体：民間団体等

大臣官房政策課
TEL：03-6744-2089

飲食店の需要
喚起

【Go To Eatキャンペーン】
期間限定の官民一体型需要喚起キャン

ペーン「Go To キャンペーン」の一環と
して、プレミアム付食事券の発行等を実
施

支援対象：民間事業者
（食事券発行事業者）
補助率：委託等
事業実施主体：民間事業者

食料産業局食品製造課外食産
業室
TEL：03-6744-7177
E-mail：gaishoku@maff.go.jp

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画

もっと知りたい 紹 介 動 画

もっと知りたい（詳細）

実施要綱・要領

応募要領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-23.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=3_Ua5e_n828
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html
https://www.youtube.com/watch?v=8NYTRn-FkrI
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/hanbaisokushin/hansoku.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/hanbaisokushin/hansoku.html#%E9%96%A2%E4%BF%82%E9%80%9A%E7%9F%A5
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/hoseigoto-59.pdf


外食事業者が活用できる支援（２／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

債務保証 【中堅外食事業者資金融通円滑化事業】
債務保証による信用力強化、既往の債

務保証先の返済不能の際の代位弁済によ
り中堅・大手外食事業者を支援

支援対象：中堅・大手外食事業
者
支援内容：債務保証・代位弁済
事業実施主体：(一社)日本フー
ドサービス協会

食料産業局食品製造課外食産業室
TEL：03-6744-7177
E-mail：gaishoku@maff.go.jp

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、その
他各種法人でひと月の売上が前年同月比
50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者
は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口

TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

もっと知りたい 紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/R2hosei_shien2.html
https://www.youtube.com/watch?v=qJV_cDH5qCw
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/R2hosei_shien2-2.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


外食事業者が活用できる支援（３／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

雇用調整助成
金

【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事

業縮小を余儀なくされた事業主が、休業、
教育訓練、又は出向により、労働者の雇用
の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度
【令和2年1月24日から令和2年7月23日まで
の休業等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年

比で増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主

についても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から
令和3年2月28日まで）の休業等については
下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か

月から１か月に短縮し、前月と対前
年同月比を10％から5％減少に緩和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者
でない労働者（パート、アルバイ
ト（学生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令
和3年2月28日まで）の休業等に適用さ
れる助成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

・１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・
支援金、雇用調整助成金、個人向
け緊急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用
事業所によって未加入が認められ
ている事業所の場合、厚生労働省
への申請に先立ち、農政局等が発
行する「農業等個人事業所に係る
証明書」が必要。

※オンラインでの申請も可能
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html


外食事業者が活用できる支援（４／４）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

小学校休業等
対応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子ども

の世話が必要となった保護者である労働
者に対し、有給（賃金全額支給）の休暇
（労働基準法上の年次有給休暇を除く）
を取得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日ま
での有給休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇
用調整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適
用事業所のうち未加入の事業所
の場合、厚生労働省への申請に
先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明
書」が必要。
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html


食品製造事業者が活用できる支援（１／２）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

輸入農畜産物から
国産に切り替え、
継続的・安定的な
供給を図るための
体制整備

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地と実需者が連携した輸入から国

産への切り替え、継続的・安定的な供
給に必要な共同利用施設の整備等を支
援

定額 1/2
国 → 都道府県 →  都道府県

市町村
農業者の組織
する団体 等

生産局総務課生産推進室
TEL：03-3502-5945

在庫が高水準な脱
脂粉乳・バターの
需要拡大に伴う支
援

【肥育牛経営改善等緊急対策のうち国
産乳製品需要拡大緊急対策事業】

乳業者団体等が国産需要の拡大を図
るため、新たな業務用需要に対して脱
脂粉乳・バターを活用する取組を支援

支援対象：乳業者
補助率：1／2
事業実施主体：乳業者団体

生産局牛乳乳製品課
TEL：03-6744-2128

コメ・コメ加工品
の輸出拡大の取組
を支援

【コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策
事業】

コメ・コメ加工品の海外市場開拓等
の取組を支援

支援対象：事業者
補助率：定額、

対象経費の1/2以内
事業実施主体：民間団体等

政策統括官付農産企画課
E-mail：
kome_yusyutu@maff.go.jp
TEL：03-6738-6069

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、そ
の他各種法人でひと月の売上が前年同
月比50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者
は100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

実施要綱・要領

紹 介 動 画

もっと知りたい 実施要綱・要領

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

申 請 要 領 申 請 要 領
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https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-8.pdf
https://www.maff.go.jp/j/budget/attach/pdf/r2hosei-18.pdf
https://www.maff.go.jp/j/seisan/suisin/tuyoi_nougyou/t_tuti/rewa2/2020tuyonou.html
https://www.youtube.com/watch?v=dYDLXsCsUgo
https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r2hosei3_pr01.pdf
https://www.maff.go.jp/j/supply/hozyo/seisaku_tokatu/210129_041-2.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


食品製造事業者が活用できる支援（２／２）

支援分野 支援の内容 事業の流れ 担当及び問合せ先

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小を余儀

なくされた事業主が、休業、教育訓練、又は出向により、
労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業等につ
いて適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年比で増加していて

も助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主についても助成対

象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3年2月
28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か月から１か月に短

縮し、前月と対前年同月比を10％から5％減少に緩
和

（５）週20時間未満の雇用保険被保険者でない労働者
（パート、アルバイト（学生も含む）等）も助成
の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハローワー
クまたは学校等休業助成金・支援金、
雇用調整助成金、個人向け緊急小口資
金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事業
所によって未加入が認められている事
業所の場合、厚生労働省への申請に先
立ち、農政局等が発行する「農業等個
人事業所に係る証明書」が必要。

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が必要と

なった保護者である労働者に対し、有給（賃金全額支
給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を取
得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給休暇に
適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調整
助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事業
所のうち未加入の事業所の場合、厚生
労働省への申請に先立ち、農政局等が
発行する「農業等個人事業所に係る証
明書」が必要。
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中間事業者が活用できる支援（１／２）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

輸入農畜産物から
国産に切り替え、
継続的・安定的な
供給を図るための
体制整備

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地と実需者が連携した輸入から国

産への切り替え、継続的・安定的な供
給に必要な共同利用施設の整備等を支
援

定額 1/2
国 → 都道府県 →  都道府県

市町村
農業者の組織
する団体 等

生産局総務課生産推進室
TEL：03-3502-5945

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業者、
フリーランスを含む個人事業者等、そ
の他各種法人でひと月の売上が前年同
月比50%以上減少している事業者

法人は200万円以内、個人事業者は
100万円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓
口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

実施要綱・要領もっと知りたい

紹 介 動 画

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

申 請 要 領 申 請 要 領
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支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

中間事業者が活用できる支援（２／２）

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業縮小

を余儀なくされた事業主が、休業、教育訓練、又
は出向により、労働者の雇用の維持を図った場合
に、休業手当、賃金等の一部を助成する制度

【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの休業
等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年比で増加し

ていても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主についても助

成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等については下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か月から１か
月に短縮し、前月と対前年同月比を10％から5％減
少に緩和
（５）週20時間未満の雇用保険被保険者でない労

働者（パート、アルバイト（学生も含む）
等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日まで）の休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・支
援金、雇用調整助成金、個人向け緊
急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所によって未加入が認められてい
る事業所の場合、厚生労働省への申
請に先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明書」
が必要。

※オンラインでの申請も可能

小学校休業等対応
助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う子どもの世話が

必要となった保護者である労働者に対し、有給
（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年次有
給休暇を除く）を取得させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月31日までの有給
休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額 ×
10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有給
休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇用調
整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999
受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適用事
業所のうち未加入の事業所の場合、
厚生労働省への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等個人事業所
に係る証明書」が必要。
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流通事業者が活用できる支援（１／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

和牛肉の在庫解消 【和牛肉保管在庫支援緊急対策事業（ALIC事業）】

和牛肉の在庫の解消を図るため、販売促進計
画を作成した食肉卸売業者に対し、本年２月に
遡って保管経費を支援するとともに、同計画に
基づく販売実績に応じて奨励金を交付

支援対象：食肉卸売事業者
補助率：定額
事業実施主体：食肉事業者団体

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

牛肉の販売促進 【国産農林水産物等販売促進緊急対策事業】
出荷量の減少や価格の下落等の影響を受けた

和牛肉等の需要喚起を図るため、
①学校給食への提供を含む、食育活動を行う際
の食材費

②外食産業等での新商品開発や、観光業と連携
した地域おこしキャンペーンを行う際に使用
する原材料費

等を支援

①
支援対象：畜産・食肉関係協議会
等
補助率：定額
事業実施主体：都道府県

②
支援対象：食肉卸売事業者等
補助率：定額
事業実施主体：食肉関係団体

生産局食肉鶏卵課
TEL：03-3502-5989

輸入農畜産物から
国産に切り替え、
継続的・安定的な
供給を図るための
体制整備

【国産農畜産物供給力強靱化対策】
産地と実需者が連携した輸入から国産への切

り替え、継続的・安定的な供給に必要な共同利
用施設の整備等を支援

定額 1/2
国 → 都道府県 →  都道府県

市町村
農業者の組織
する団体 等

生産局総務課生産推進
室
TEL：03-3502-5945

債務保証 【中小食品流通事業者の信用力強化事業】
債務保証による信用力強化、既往の債務保証

先の返済不能の際の代位弁済により中小食品流
通事業者等を支援

支援対象：中小食品流通事業者等
支援内容：債務保証・代位弁済
事業実施主体：(公財)食品等流通
合理化促進機構

食料産業局食品流通課
TEL：03-3502-8267

事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

紹 介 動 画

実施要綱・要領

実施要綱・要領

もっと知りたい 実施要綱・要領

紹 介 動 画

紹 介 動 画

紹 介 動 画

もっと知りたい
（外部リンク）

実施要綱・要領
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流通事業者が活用できる支援（２／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事業
者、フリーランスを含む個人事業者
等、その他各種法人でひと月の売上
が前年同月比50%以上減少している事
業者

法人は200万円以内、個人事業者は100万円
以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談
窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

もっと知りたい

小学校休業等対応
助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う

子どもの世話が必要となった保護
者である労働者に対し、有給（賃
金全額支給）の休暇（労働基準法
上の年次有給休暇を除く）を取得
させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月
31日までの有給休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額
× 10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援
金、雇用調整助成金コー
ルセンター
TEL：0120-60-3999

受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定
任意適用事業所のうち未
加入の事業所の場合、厚
生労働省への申請に先立
ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係
る証明書」が必要。

申 請 要 領 申 請 要 領

59

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.youtube.com/watch?v=r2h035U4lcI&feature=youtu.be
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/benefit.html
https://www.youtube.com/watch?v=BPP1ghUEBaM&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=1929nWUWiIs&feature=youtu.be
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/syougakkoukyuukou.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/
https://www.jizokuka-kyufu.jp/procedures_flow/


流通事業者が活用できる支援（３／３）

支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事

業縮小を余儀なくされた事業主が、休業、
教育訓練、又は出向により、労働者の雇用
の維持を図った場合に、休業手当、賃金等
の一部を助成する制度
【令和2年1月24日から令和2年7月23日まで
の休業等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年比で

増加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主につ

いても助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日か
ら令和3年2月28日まで）の休業等について
は下記も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か月か
ら１か月に短縮し、前月と対前年同月比を
10％から5％減少に緩和
（５）週20時間未満の雇用保険被保険者で

ない労働者（パート、アルバイト（学
生も含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用
可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日から令和3
年2月28日）までの休業等に適用される助
成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限 15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・
支援金、雇用調整助成金、個人向
け緊急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用
事業所によって未加入が認められ
ている事業所の場合、厚生労働省
への申請に先立ち、農政局等が発
行する「農業等個人事業所に係る
証明書」が必要。

※オンラインでの申請も可能
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支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

債務保証 【中小食品流通事業者の信用力強化事業】
債務保証による信用力強化、既往の債務保証先

の返済不能の際の代位弁済により中小食品流通事
業者等を支援

支援対象：中小食品流通事業
者等
支援内容：債務保証・代位弁
済
事業実施主体：(公財)食品等
流通合理化促進機構

食料産業局食品流通課
TEL：03-3502-8267

コメ・コメ加工
品の輸出拡大の
取組を支援

【コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業】
コメ・コメ加工品の海外市場開拓等の取組を支援

支援対象：事業者
補助率：定額、対象経費の1/2
以内
事業実施主体：民間団体等

政策統括官付農産企画課
E-mail：
kome_yusyutu@maff.go.jp
TEL：03-6738-6069

輸出事業者が活用できる支援（１／４）
事業者毎の支援策

実施要綱・要領もっと知りたい

紹 介 動 画もっと知りたい
（外部リンク）

もっと知りたい 実施要綱・要領
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支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

重点品目及び
ターゲット国・
地域を対象とし
た海外販路開拓
に必要な商談・
プロモーション
等への支援

【官民一体となった海外での販売力の強化】

①ＪＥＴＲＯによるデジタルツールを活用したビ
ジネスマッチングの成果を向上させる取組への支
援を強化
②ＪＦＯＯＤＯによる日本産食材の重点的・戦略
的プロモーションを強化
③品目団体等による重点分野・テーマ別に集中実
施する販路開拓支援を強化
④輸出を牽引する現地小売・飲食店の活用や流通
事業者等を通じた日本産食材の販路拡大を支援
⑤戦略的輸出事業者と産地が連携して取り組む日
本産コメ・コメ加工品の海外需要開拓・プロモー
ションや品目団体等によるオールジャパンでのプ
ロモーションを支援

①②④
支援対象：JETRO・民間事業者
等
補助率：定額
事業実施主体：JETRO
③
支援対象：JETRO・民間事業者
等
補助率：定額、対象経費の1/2
以内
事業実施主体：民間事業者等
⑤
支援対象：民間団体等、民間
事業者等
補助率：定額、対象経費の1/2
以内
事業実施主体：民間団体等

食料産業局海外市場開
拓・食文化課
TEL：03-3502-3408

⑤政策統括官付農産企画
課
E-mail：
kome_yusyutu@maff.go.jp
TEL：03-6738-6069

【仕向け先の転換等のための日本産農林水産物・
食品の海外向け・プロモーション】

日本産農林水産物・食品の輸出商流構築のための
商談等を支援

支援対象：民間事業者等
補助率：対象経費の1/2以内
事業実施主体：株式会社JTB

食料産業局海外市場開
拓・食文化課
TEL：03-6744-1502

農産物等の輸出
拡大に向けた有
機JAS認証、GAP
認証の取得等の
取組への支援

【有機JAS認証、GAP認証取得等支援事業】

農業者等による、
①有機JAS認証又はGAP認証（GLOBALG.A.P.、
ASIAGAP）の取得、輸出向け商談
②農業機械リース
等の取組を支援

支援対象：農業者等
補助率：①定額

②1/2以内
事業実施主体：民間団体等

生産局農業環境対策課
TEL:03-6744-7188

輸出事業者が活用できる支援（２／４）
事業者毎の支援策

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい

もっと知りたい 実施要綱・要領
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支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

持続化給付金 中堅企業、中小企業、小規模事
業者、フリーランスを含む個人事
業者等、その他各種法人でひと月
の売上が前年同月比50%以上減少し
ている事業者

法人は200万円以内、個人事業者は100万
円以内を支給

経済産業省
中小企業金融・給付金相談窓口
TEL：0570-78-3183

【個人向け】 【法人向け】

【申請ページ】

輸出事業者が活用できる支援（３／４）
事業者毎の支援策

もっと知りたい

紹 介 動 画
（基本情報編）

農林漁業者向け
パンフレット

紹 介 動 画 紹 介 動 画

申請ページ

もっと知りたい

小学校休業等対
応助成金

【小学校休業等対応助成金】
臨時休業等した小学校等に通う

子どもの世話が必要となった保護
者である労働者に対し、有給（賃
金全額支給）の休暇（労働基準法
上の年次有給休暇を除く）を取得
させた事業主に対して助成。
（令和2年2月27日から令和3年3月
31日までの有給休暇に適用）

支給額：休暇中に支払った賃金相当額
× 10/10

(令和2年2月27日から令和2年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：8,330円

(令和2年4月1日から令和3年3月31日までの有
給休暇)
・１日当たり助成額上限：15,000円

学校等休業助成金・支援金、雇
用調整助成金コールセンター
TEL：0120-60-3999

受付時間9:00～21:00
（土日、祝日含む）

雇用保険、労災保険暫定任意適
用事業所のうち未加入の事業所
の場合、厚生労働省への申請に
先立ち、農政局等が発行する
「農業等個人事業所に係る証明
書」が必要。

申 請 要 領 申 請 要 領
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支援分野 支援の内容 支援対象等 担当及び問合せ先等

輸出事業者が活用できる支援（４／４）
事業者毎の支援策

もっと知りたい

雇用調整助成金 【雇用調整助成金（制度概要）】
景気変動などの経済上の理由により、事業

縮小を余儀なくされた事業主が、休業、教育
訓練、又は出向により、労働者の雇用の維持
を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を
助成する制度
【令和2年1月24日から令和2年7月23日までの
休業等について適用】
（１）休業等計画届の提出が不要
（２）最近３か月の雇用指標が対前年比で増

加していても助成対象
（３）事業所設置後1年未満の事業主について

も助成対象
※さらに緊急対応期間（令和2年4月1日から令
和3年2月28日まで）の休業等については下記
も適用
（４）生産指標の確認対象期間を３か月から
１か月に短縮し、前月と対前年同月比を10％
から5％減少に緩和
（５）週20時間未満の雇用保険被保険者でな

い労働者（パート、アルバイト（学生も
含む）等）も助成の対象

（６）支給日数（100日）とは別に活用可能

【緊急対応期間（令和2年4月1日か
ら令和3年2月28日まで）の休業等
に適用される助成率・加算額】

○休業手当に対する助成
➣中小企業 4/5、
➣大企業 2/3

○解雇等を行わない場合に助成率
の上乗せ
➣中小企業 10/10、
➣大企業 3/4 など

※１日当たり助成額上限
15,000円

○教育訓練をした場合
➣中小企業 2,400円/日加算
➣大企業 1,800円/日加算

最寄りの都道府県労働局・ハロー
ワークまたは学校等休業助成金・
支援金、雇用調整助成金、個人向
け緊急小口資金
TEL：0120-60-3999

雇用保険、労災保険暫定任意適用
事業所によって未加入が認められ
ている事業所の場合、厚生労働省
への申請に先立ち、農政局等が発
行する「農業等個人事業所に係る
証明書」が必要。

※オンラインでの申請も可能
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https://www.maff.go.jp/j/keiei/nougyou_jinzaiikusei_kakuho/singatakoronataiou/kinnkyuutokuteitiiki.html


労働者（被雇用者）が活用できる支援

支援分野 支援の対象 支援の内容
所管
省庁

担当及び問合せ先等

事業者毎の支援策

もっと知りたい

休業した労働
者への支援

【新型コロナウイルス感染症対応休業支援
金・給付金】

新型コロナウイルス感染症及びそのまん
延防止の措置の影響により休業させられた
中小企業の労働者のうち、休業中に賃金
（休業手当）を受け取ることができなかっ
た労働者に対して支給。
（令和2年4月1日から令和3年2月28日まで
の休業に適用）

支給額：
休業前の1日当たり平均賃金
×80％×休業実績

１日当たり支給額上限：
11,000円

厚生
労働省

厚生労働省新型コロナウ
イルス感染症対応休業支
援金・給付金コールセン
ター
TEL：0120-221ｰ276
受付時間

(月曜～金曜)8:30～20:00
(土日祝）8：30～17：15

雇用保険、労災保険暫定
任意適用事業所のうち未
加入の事業所に雇用され
ている場合、厚生労働省
への申請に先立ち、農政
局等が発行する「農業等
個人事業所に係る証明
書」が必要。
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【お問い合わせ先】
農林水産省大臣官房地方課災害総合対策室
〒100-8950 東京都千代田区霞が関1-2-1
TEL：03-6744-1856（直通）
FAX：03-6744-7158

←  支援策全般の
アクセスはこちら！

【各地方農政局の連絡先】

北海道農政事務所
担当：企画調整室
連絡先（直通）：011-330-8801

東北農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：022-263-0564

関東農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：048-740-0311

増設 ：048-740-0016

中国四国農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：086-224-9400

九州農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：096-300-6010

増設 ：096-300-6006

北陸農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：076-232-4217

東海農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：052-223-4609

近畿農政局
担当：企画調整室
連絡先（直通）：075-414-9036

増設 ：075-414-9037

【MAFFアプリをご存じですか？】
MAFFアプリは、農業に携わる皆さまに役立つ情報を農

林水産省から直接お届けするスマホ用アプリです。
支援策の情報はもちろん、プロフィールとして設定いた

だいたお住まいの地域や作目、関心事項等に応じて、役立
つ情報をお届けします。
どなたでも無料※でご利用いただけます。

（URL：https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/support.html）

※通信に要する費用（データ通信料等）は、利用者の負担となります。

←  MAFF
アプリの
詳細情報
はこちら

（URL：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/maff-app.html） 66
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